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平成 26 年 9 月 29 日 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会  

理事長 福山  宣幸  

（麻生メディカルサービス㈱代表取締役） 

 

社保審－介護給付費分科会  

 第 109 回（H26.9.29）  ヒアリング資料６  
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１．団体の概要 
……・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 有料老人ホームの入居者保護と事業の健全発展を目的として、昭和５７年に設立し、平成３年

に老人福祉法第３０条の法律指定法人となりました。 

平成２５年４月１日、内閣府所管の公益社団法人となり、サービス付き高齢者向け住宅も会員

対象とし、「高齢者向け住まい」全般について公益事業を実施しています。 

 

【入居者・消費者向け事業】 

・入居希望者説明会等の開催、入居相談応需、入居者生活保証制度（前払金保全）、  

苦情対応、消費者組織運営、シルバー川柳事業実施   、等  

【事業者向け事業】 

・職員研修事業、サービス第三者評価事業、会員事業者の業務の業務支援、各種調査研

究、損害賠償責任保険   、等  

【地方公共団体向け事業】  

・日常的な相談応需やノウハウ提供、集団指導への講師派遣、会員事業者の事故発生時の

連携   、等  

 
２．有料老人ホーム事業の概況 
（調査データ：全国有料老人ホーム協会／平成 25 年度有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け

住宅に関する実態調査研究事業報告（H25 厚生労働省老健事業）） 

…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅といった「高齢者向け住まい」は、地域

包括ケアにおける在宅と施設の中間的位置付けにある居住系サービスとして拡大していま

す。来年の制度改正で特別養護老人ホームの入所者は原則的に要介護３以上の重度者に

限定されることから、生活支援や介護サービスが提供される「住まい」への入居需要はます

ます増大すると予想されます。 

有料老人ホームは地域包括ケアシステム構築の重要な担い手です。  

有料老人ホームでは軽度から重度の要介護者まで、あるいは最期の看取りまでお世話す

るホームが増えています。 

 

有料老人ホームの定員数は、平成２５年１０月時点で３５万人と、老人保健施設の３４万

人を超えました（介護付への総量規制の影響で、住宅型ホームを中心に、年間約 1,000 事

業所が新規開設しています）。 

さらに、サービス付き高齢者向け住宅約１５万戸 (注．H26.5 月時点 )を合わせると５０万規

模となり、介護老人福祉施設に迫る状況で、入居対象が自立者か要介護者かを問わず、い

まや高齢者向け住まい市場の核になろうとしています。 
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３．要望事項 
…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

（１）事業について 

①特定施設の適切な見込み量の設定  

○平成１８年の介護保険法改正による総量規制で多くの有料老人ホームは「住宅型」とし

てやむをえず訪問介護、通所介護等の事業所を併設しつつ、入居者が安心して介護サー

ビスを受けられるよう尽力しています。  

○住宅型ホームでは、居宅介護サービスの給付範囲外となる時間帯を職員が入居者の自己

負担で埋め合わせるなど、非効率で煩雑なマネジメントが求められます。  

○特定施設事業の価値には、昨今の高齢者向け住まいでの併設事業所における不適切な給

付算定の解消、利用者一人当たりの介護給付額（自己負担額）の低減、訪問介護と比べ

３対１以上の職員配置による効率的なサービス提供、もあります。 

○これらに鑑み、各保険者の第６期介護保険事業計画での見込み量推計に際しては、特定

施設の指定実績だけでなく、高齢者向け住まい全般の伸びや、国民、市場ニーズを必ず

勘案してご立案をいただきたいと考えます。 

○なお、本件は本年６月２４日に閣議決定された重要事項であり、第６期計画において地

方公共団体がどう対応されたかを、厚生労働省において事後検証・評価することが重要

です。 

 

②特定施設の短期利用についての要件緩和   

○在宅介護者のレスパイトケアの受け皿の一つに短期入所生活介護がありますが、有料老

人ホームの場合は介護老人福祉施設と異なり、職員を新たに配置するなど「単独型」の

算定要件が厳しいため、指定数は増加していません。他方で「お泊りデイ」サービス利

用者は全国的に増加傾向にあります。  

○前回の介護保険制度改正により、特定施設においても短期間の利用制度が導入されまし

たが、届出数がわずかに留まっている要因の一つは、算定要件が下記のように厳しいこ

とにあります。 

○特定施設の機能を、都市部を含めた有用なインフラと考えれば、「事業所指定から３年

以上経過」、「有料老人ホームとしての入居率が８０％以上必要」との算定要件は廃止す

べきです。 

 

短期利用特定施設の算定要件  

①  初めて指定を受けた日から起算して３年以上経過していること  

②  短期利用の入居者は、定員の１０％以内であること  

③  ３０日以内の利用期間を設定すること  

④  本来の入居者の数が、入居定員の８０％以上であること  

⑤  法令に基づく勧告等を受けた日から起算して５年以上経過していること  

 

 

 

 

 



5 

 

（２）介護報酬について 

① 基本報酬（地域区分における人件費割合） 

○平成２４年度の地域区分見直しにより、実質的に介護報酬が減額となる地域がありまし

た。現在、特定施設における喫緊の課題は介護・看護人材の不足解消にありますが、雇

用条件面では医療機関や介護老人福祉施設等が競合上有利な状況が続いています。 

○なかでも、地域区分の人件費割合については、消費税改定の際の厚生労働省資料では約

７０％とされながら、介護報酬上では「４５％グループ」に留め置かれています。事業

実態を勘案した適正な人件費割合の設定を要望します。  

○また、介護事業経営概況調査のあり方として、特定施設では有料老人ホーム事業全体（家

賃、管理費、食費や土地建物の減価償却まで含む）の収支を調査されています。真に特

定施設の介護保険上の収支や人件費率等を算出するには、介護保険事業分に限定した調

査を実施することが必要です。  

 

② 加算報酬（処遇改善加算、加算の新設） 

○今年度末で廃止が予定されている「介護職員処遇改善加算」について、従業者の処遇改

善実施を確実に担保する観点から、加算、基本報酬いずれの場合でも、現在の算定要件

の維持が必要です。 

○職員の専門性を高め資格保有率を上げても、特定施設では他の指定事業のような加算評

価がなされていないものがあります。例えば「サービス提供体制強化加算」や「認知症

専門ケア加算」などにより、重度化した高齢者の生活を２４時間お支えするための専門

職による質の高いサービスの提供を評価していただきたいと考えます。 

 

③住宅型有料老人ホーム等の取扱い 

○集合住宅の報酬減算について、既に「移動費等」との理由で合理的とされる減算が前回

改定で行われたことから、本協会としては、これ以上の「減算」を行うべきではないと

考えます。 

○むしろ、急増する高齢者向け住まいの介護報酬のあり方として、既存の居宅支給限度額

とは異なる新たな報酬体系の新設も検討する余地があると考えます。 
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（参考資料） 
…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

(1) 事業について 

① 総量規制  

 
② 閣議決定内容  

規制改革実施計画  

（ H26.6.24 閣議決定）  

第２次規制改革答申  

（ H26.6.13 規制改革会議答申）  

厚生労働省は、利用者の様々なニ

ーズに応じた多様なサービスが提

供されるよう、各市町村が要介護者

等の実態を踏まえて介護サービス

の需要を的確に把握し、有料老人ホ

ーム等の特定施設も含めて、地域の

実情に即して適切なサービス量を

見込むよう、地方公共団体に通知す

る。  

 

 

 

 

Ⅱ－１（２）  

ク  多様な経営主体によるサービスの提供【公的性格の強化は地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律

の整備等に関する法律案の施行日（平成 27 年４月１日）に合わせ

て措置。地方公共団体への通知は平成 26 年度措置】  

自宅での生活が困難な要介護高齢者を対象とする入所施設とし

ては、特別養護老人ホームのほか、営利法人を中心に設置されて

いる有料老人ホームなどの類型がある。  

入所施設を運営する経営主体がそれぞれの特質を生かしてサービ

スの質を競うことで、利用者の利便を高めることが必要であるが、

それぞれの施設が担う役割が十分に整理されていないとの指摘が

ある。  

また、地方公共団体では、「介護保険事業計画」や「介護保険事

業支援計画」の策定に当たって、介護サービス量の見込みを算出

しているが、一部の地方公共団体においては、有料老人ホーム等

の特定施設のサービス量の増加を見込んでいないとの指摘があ

る。  

H22.10 月廃止  

H18.4 月以降、 

８年間にわたる規制  
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したがって、厚生労働省は、特別養護老人ホームについて、在

宅生活が困難でより入所の必要性の高い中重度の要介護高齢者を

支える施設としての機能への重点化を徹底し、あわせて、低所得

者の支援を中心とした公的性格を強める。  

また、厚生労働省は、利用者の様々なニーズに応じた多様なサ

ービスが提供されるよう、各市町村が要介護者等の実態を踏まえ

て介護サービスの需要を的確に把握し、有料老人ホーム等の特定

施設も含めて、地域の実情に即して適切なサービス量を見込むよ

う、地方公共団体に通知する。  

 

③集合住宅の「囲い込み」減算  
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※集合住宅における訪問介護の減算状況  

 

 

（２）介護報酬について 

①地域区分関連  

 
  ※H25 特定協調査結果での、「介護収入に占める直接人件費比率は、７３．６％である。  

 

 

 

 

 

 

 

　介護報酬の人件費割合

主な事業種別
人件費
割合

主な事業種別 給与費等

訪問介護 認知症GH ８６．５％
訪問看護 ７０％ （地域）特定施設 ８４．６％
訪問入浴 （地域）介護老人 ８３．７％
居宅介護支援 福祉施設
通所リハ 訪問介護 ８２．５％
小規模多機能 ５５％ 介護老人福祉施設 ８０．３％
認知症デイ 小規模多機能 ７８．１％
特定施設 特定施設 ７７．４％
介護老人福祉施設 介護老人保健施設 ７４．８％
介護老人保健施設
認知症GH ４５％
通所介護
短期入所

消費税改正時の【給与費等非
課税費用】



9 

 

 

 

②主な指定事業の加算報酬  

 

 

③特定施設の加算取得状況  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護 介護老人福祉施設 特定施設
介護職員処遇改善加算 介護職員処遇改善加算 介護職員処遇改善加算

特定事業所加算 個別機能訓練加算 個別機能訓練加算

特別地域訪問介護加算 看護体制加算 夜間看護体制加算

中山間地域小規模事業所加算 夜勤職員配置加算 医療機関連携加算

緊急時訪問介護加算 看取り介護加算 看取り介護加算

初期加算 準ユニットケア加算 （障害者等支援加算）

生活機能向上連携加算 サービス提供体制強化加算

認知症専門ケア加算

栄養ケアマネジメント加算

日常生活継続支援加算

日常生活継続支援加算

若年性認知症入所者受入加算

初期加算

退所時等相談援助加算

経口移行加算

経口維持加算

口腔機能維持管理体制加算

口腔機能維持管理加算

療養食加算

在宅復帰支援機能加算

在宅・入所相互利用加算

認知症行動・心理症状緊急対応加算
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④入居者の医療ニーズ 

 
≪上記の２表は、全国有料老人ホーム協会／平成 25 年度有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け

住宅に関する実態調査研究事業報告（H25 厚生労働省老健事業）≫     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


